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防衛相、自衛隊資料の内容「３カ月把握せず」
東京新聞　2015年8月20日 朝刊
　安全保障関連法案に関する参院特別委員会は十九日、約一週間ぶりに審議を再開し、中谷元・防衛相は自衛隊が法案の成立を前提に作成した新たな部隊運用に関する資料について、国会で追及されるまで約三カ月間、内容を把握していなかったことを明らかにした。法案が閣議決定された翌日の五月十五日に内容を自衛隊に周知するよう防衛省幹部に指示したと説明したが、資料の作成には関与していなかったことになる。野党はシビリアンコントロール（文民統制）を逸脱していると批判を強めた。　（中根政人）
　中谷氏は資料について、陸海空自衛隊の一体運用を担う統合幕僚監部（統幕）が五月下旬に作成したと認めた。その上で「今後具体化すべき検討課題を整理するものだ。私の指示の範囲内で、シビリアンコントロール上、問題はない」と強調。資料に法案の成立時期が「八月」と記されたことに関しては「報道を踏まえて仮の日程を置いた。成立時期を予断したものではない」と述べた。
　中谷氏は、資料の内容を確認したのは今月十一日の特別委で共産党の小池晃氏に示された時だと述べた。防衛省側は、統幕主催で自衛隊幹部ら約三百五十人が参加した五月二十六日のテレビ会議で資料を使用したと説明。中谷氏はテレビ会議の開催に関し、前日に報告を受けた際には「資料は見ていない」と述べた。
　今月十一日の特別委で「法案の内容を先取りすることは控えなければならない」と統幕の取り組みを批判した自身の答弁に関しては「資料の中身を確認していなかったので、一般論で発言した」と釈明。資料には、法案成立後に行う運用要領や関連規則の策定、訓練の実施は含まれておらず「法案を先取りしたものではない」と強調した。
　資料は南シナ海での警戒監視活動への「関与のあり方について検討する」と明記。南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する自衛隊の業務に、離れた場所で襲撃された他国部隊などを武器を使って助ける「駆け付け警護」を追加する可能性にも言及している。
自衛隊資料に「８月法案成立」　防衛相釈明「仮の日程」
東京新聞　2015年8月19日 夕刊
　中谷元・防衛相は十九日午前の安全保障関連法案に関する参院特別委員会で、自衛隊が法案成立を前提に新たな部隊運用などの資料を作成した問題で、法案成立時期が八月と資料に記載されたことについて「さまざまな報道を踏まえて、仮の日程を置いた。成立時期を予断したものではない」と釈明した。共産、社民両党は「国会軽視だ」などとして納得せず、引き続き追及する考えを示した。
　中谷氏は南スーダンで国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加している自衛隊の任務に、離れた場所で襲われた他国の部隊などを助ける「駆けつけ警護」を追加する日程が想定されている点も「スケジュールを機械的に示したものにすぎない」と強調した。資料について、中谷氏は「統合幕僚監部が五月下旬に作成した。私の指示の範囲内だ。シビリアンコントロール（文民統制）上、問題はない」と述べた。
　中谷氏によると、法案の閣議決定翌日の五月十五日に内容を隊員に周知するよう指示。これを受け、統幕の主催で、自衛隊幹部ら約三百五十人が参加した同二十六日のテレビ会議用に統幕と内部部局が調整し、資料を作成したと説明した。二十六日には安保法案が衆院で審議入りした。統幕は陸海空の自衛隊を統合運用する。
　中谷氏は再改定された日米防衛協力のための指針（ガイドライン）と安保法案の内容を説明、周知するのが目的と強調。成立後の検討課題を整理することは「国民の負託に応える態勢を整える観点から、当然必要な研究だ」と述べた。
　十一日の特別委で資料の存在を明らかにした小池晃氏（共産）は、中谷氏が十一日の特別委で行った「国会の審議中に内容を先取りするようなことは控えなければならない」との答弁と矛盾していると追及。「研究と言いながら事実上（具体的な）検討をしている」と指摘した。
　資料に関して、中谷氏は「公表を前提に作成されたものではなく、外部に流出したことは極めて遺憾だ」と、情報保全態勢を強化する考えを示した。
活動拡大へ性急な自衛隊　安保法案成立前に運用準備
東京新聞　2015年8月19日 朝刊
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　防衛省は十八日、安全保障関連法案の成立を前提に、自衛隊が新たな部隊運用について資料を作成していたことを認め、同法案に関する参院特別委員会の理事懇談会に資料を提出した。南シナ海での警戒監視活動への関与を検討するとしたほか、南スーダンで国連平和維持活動（ＰＫＯ）に当たっている自衛隊の業務に、離れた場所で襲撃された他国部隊などを武器を使って助ける「駆け付け警護」を追加する可能性に言及している。　
　資料は共産党が独自に入手し、十一日の特別委で事実確認を求めていた。防衛省は十八日の理事懇で、陸海空自衛隊を統合運用する統合幕僚監部（統幕）が、法案の内容を部隊に理解させるために作成したと説明。「成立を先取りしたものではない」と強調した。
　同省によると、資料は中谷元・防衛相の指示で五月に作成。法案が最速で八月に成立すると想定し、日米防衛協力の指針（ガイドライン）と安保法案に沿って検討すべき項目を列挙した。
　平時の自衛隊と米軍の協力事項として情報収集や警戒監視を挙げ、南シナ海での活動に言及。安保法案に盛り込まれた「任務遂行のための武器使用」を行うケースとして、ＰＫＯでの駆け付け警護や、海外での邦人救出を挙げている。
　特別委は十九日、中谷氏らが出席して一般質疑を行う。野党側は、資料作成はシビリアンコントロール（文民統制）に反するとして追及する方針。
　理事懇では、二十一日に安倍晋三首相が出席して集中審議を行うことでも合意した。
◆対米協力 南シナ海でも検討
　防衛省が十八日の参院特別委員会理事懇談会に提出した内部資料からは、安全保障関連法案を成立させた後、平時から有事まで幅広く対米協力を拡大させることを政府が検討している実態が、あらためて浮かび上がった。
　資料は、四月に再改定された日米防衛協力の指針（ガイドライン）と安保法案に基づく対米協力で、（１）平時（２）他国での紛争が日本の平和と安全に重要な影響を与える事態（３）日本が武力攻撃を受けた事態（４）他国から攻撃された米軍を、自衛隊が集団的自衛権を行使して守る存立危機事態－の各ケースに関して自衛隊内部で検討が必要となる事項を並べた。
　このうち、具体的な検討項目として際立つのが、南シナ海での平時の警戒監視活動だ。警戒監視は現行法でも可能とされるが、日本から遠く離れた南シナ海での活動には、海洋進出を進める中国が反発する可能性が高い。中谷元・防衛相はこれまでの国会審議で可能性を否定はしていないが、あいまいな説明にとどめてきた。
　しかし、内部資料は「今後、ワーキンググループなどを活用し、関与のあり方について検討する」と具体的に検討を進める方針を明記した。中国による南シナ海での環礁埋め立てや滑走路建設を警戒する米軍が、安保法案の成立を契機として自衛隊の活動拡大に期待していることが背景にある。
　ただ、自衛隊の護衛艦や哨戒機を南シナ海に派遣すれば、中国を刺激するだけでなく、日本防衛に必要な日本海や東シナ海での警戒が手薄になりかねない。哨戒機の航続距離の限界など問題も多く、防衛予算拡大や装備増強につながる可能性もある。
　資料は対米協力以外でも、派遣中の南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で、駆け付け警護を任務に追加することを想定。海外での邦人救出をめぐっても、大使館占拠やハイジャックなど具体的なケースを挙げた。
　いずれも自衛隊の武器使用権限を拡大しなければ実施できない危険な任務。検討の性急さが目立っている。　（金杉貴雄、新開浩）
「自衛隊の独走」追及へ　野党、部隊運用検討を問題視
東京新聞　2015年8月19日 朝刊
　自衛隊が安全保障関連法案の成立を前提に部隊運用を検討していたと防衛省が認めたことを受け、野党各党はシビリアンコントロール（文民統制）に反する「自衛隊の独走」と問題視している。十九日以降の安保法案に関する参院特別委員会で、中谷元・防衛相の責任を含めて政府を追及する。
　防衛省が内部資料を提出した十八日の特別委理事懇談会で、野党側筆頭理事を務める民主党の北沢俊美元防衛相は「実力組織である防衛省、統合幕僚監部（統幕）がこうした検討をしていること自体が問題だ」と指摘。他の野党も「国会軽視」と同調した。
　十一日の特別委で資料の存在を指摘した共産党は「（安保法案の）成立を前提に、克明な部隊編成まで出されている。まるで戦前の軍部の独走のようだ」（小池晃党政策委員長）と批判している。
　一方、野党側は、十一日に中谷氏が「資料がいかなるものか承知していない」と答弁したことを踏まえ、中谷氏の知らないうちに自衛隊が資料を作成した疑いもあるとして、資料作成の経緯をただす方針。北沢氏は「防衛相が知らなかったなら、ゆゆしき話」と指摘している。
南シナ海監視活動「検討課題」＝内部資料記載で中谷防衛相－参院特別委
　中谷元防衛相は１９日午後の参院平和安全法制特別委員会で、防衛省の内部資料が南シナ海での日米共同の警戒監視活動の可能性に言及していることに関し、「今後検討していくべき課題として記載したものだ」と述べ、安全保障関連法案成立後の検討対象として想定していることを認めた。共産党の小池晃氏への答弁。
　防衛省統合幕僚監部が５月に作成した資料は、４月に再改定された日米防衛協力の指針（ガイドライン）と安保法案に基づく自衛隊と米軍の「平時からの協力措置」について、情報収集・警戒監視・偵察（ＩＳＲ）活動を例示。その具体的項目として「南シナ海に対する関与の在り方について検討」と明記している。
　小池氏は「新ガイドラインにも法案にも書かれていない」とただしたが、中谷氏は「国会で南シナ海は課題だと数回以上答弁している」と述べ、問題はないとの認識を示した。小池氏は納得せず、自衛隊制服組トップである河野克俊統合幕僚長の証人喚問を要求した。
　小池氏は、新ガイドラインに盛り込まれた「同盟調整メカニズム」に関し、資料が「軍軍間の調整所が設置される」と記していることも問題視。中谷氏は「制服中心の組織を便宜的に表現している」と説明したが、小池氏は「軍を自認するに至った自衛隊がどんどん進めている。極めて重大な事態だ」と批判した。　（時事通信2015/08/19-18:30）2015/08/19-18:30

防衛相、内部資料の内容把握せず　国会追及までの３カ月間
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　参院平和安全法制特別委で答弁する中谷防衛相。左は岸田外相＝１９日午後
　中谷元・防衛相は１９日の参院平和安全法制特別委員会で、安全保障関連法案の成立を前提に防衛省制服組の統合幕僚監部が作成した内部資料について、国会で追及されるまでの約３カ月間、内容を把握していなかったと明らかにした。「資料を確認したのは（１１日の）委員会で提示された時だ」と述べた。資料に法成立時期を「８月」と記していたことに関し「作成時の報道を踏まえ、仮の日程を記述した」と釈明した。野党は文民統制を逸脱し、国会を軽視していると批判を強めた。
　中谷氏によると、資料は５月下旬に作成された。
2015/08/19 19:26   【共同通信】
中谷防衛相、内部資料作成認める＝「必要な研究、問題ない」－参院特別委
　参院平和安全法制特別委員会は１９日午前、中断していた安全保障関連法案の審議を再開した。中谷元防衛相は冒頭、防衛省が同法案の成立を前提とした内部資料を５月下旬に作成していたことを公式に認めた。その上で「統合幕僚監部として当然に必要な分析・研究を行ったものだ。私の指示の範囲内で、文民統制（シビリアンコントロール）上も問題があるとは考えていない」との見解を示した。
　内部資料は、安保法案の８月成立、年明け施行を前提に、南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で自衛隊による駆け付け警護を新たな任務として追加する可能性などが記されている。
　中谷氏は資料について、５月１４日の安保法案の閣議決定を受け、同２６日に陸海空自衛隊指揮官にテレビ会議で法案内容を提示する際の資料として作成したと説明。「法案成立後に具体化すべき検討課題をあらかじめ整理し、指揮官らに理解してもらうことが目的」だったと釈明し、「成立時期を予断するものでは全くない」と主張した。
　内部資料の存在は１１日の特別委で共産党が指摘。中谷氏があいまいな答弁を繰り返したため審議が紛糾し、途中散会となった。野党各党は「防衛省の暴走」などと批判を強めている。
　中谷氏は審議中断について陳謝。また、「秘密に該当するものは含まれていないが、外部に流出したことは極めて遺憾だ」と述べ、情報保全に万全を期す考えを示した。
　一方、同特別委は１９日の理事会で、防衛省資料問題と礒崎陽輔首相補佐官の「法的安定性は関係ない」とする発言などに関し、２１日に集中審議を行うことを決めた。安倍晋三首相と関係閣僚が出席する。　（時事通信2015/08/19-12:34）
防衛相釈明「文民統制に反せず」　資料作成で、野党反発
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　参院平和安全法制特別委で答弁する中谷防衛相＝１９日午前
　中谷元・防衛相は１９日の参院平和安全法制特別委員会で、安全保障関連法案成立後の自衛隊活動に関し防衛省が作成した内部資料について「法成立時期を予断したものではない」と釈明した。文民統制にも反していないと強調した。野党側は「国会軽視、自衛隊の独走だ」と反発した。特別委は安保法案の一般質疑を実施した。内部資料をめぐって審議が紛糾し途中で散会した１１日以来の再開となった。
　中谷氏は資料に関し、法案の閣議決定翌日の５月１５日に内容を隊員に周知するよう指示し、制服組の統合幕僚監部が内部部局と調整して作成したと説明。
2015/08/19 11:38   【共同通信】
防衛相“国際テロ対処 自衛隊 貢献の幅広げる”
ＮＨＫ　8月19日 19時23分
中谷防衛大臣兼安全保障法制担当大臣は、参議院の特別委員会で、安全保障関連法案は国際的なテロへの対処の際に自衛隊による貢献の可能性の幅を広げるものだとして、必要性を強調しました。
この中で中谷大臣は、安全保障関連法案について、「法整備によって、在外邦人の救出や、破綻国家の出現を防止するのにも役立ち、現にテロの危険がある国際社会において、わが国としての対応の幅を広げるものだ」と述べ、必要性を強調しました。
　また、中谷大臣は「法理論上、過激派組織ＩＳ＝イスラミックステートの掃討作戦を行っている外国軍隊を後方支援することはありうるのか」とただされたのに対し、「一般論としてはありうるが、ＩＳＩＬについては、軍事活動、後方支援をする考えは全くない。それは法案が成立したあとも不変だ」と述べました。
　一方、中谷大臣は、防衛省の統合幕僚監部が法案の成立を前提にして作成した文書で法案の成立時期を８月としていることに関連し、「５月下旬の作成当時のさまざまな報道などを踏まえて最も早い場合に対応しなければならないことを考えて記述したものだ」と説明しました。さらに中谷大臣は「新たな日米防衛協力の指針、ガイドラインが特定の地域を対象としていないにもかかわらず、文書では南シナ海に対する関与の在り方が検討事項となっている」と指摘されたのに対し、「あくまでも、今後検討していくべき課題として記載したと聞いている」と述べました。 

国会前では法案に反対する人たちが抗議の声
安全保障関連法案を審議している参議院の特別委員会が１９日に再開し、法案に反対する人たちが国会前で抗議の声をあげました。
　１週間ぶりに参議院での審議が再開されたのを受けて、１９日夜、国会前には法案に反対する人たちが仕事を終えて集まりました。集まった人たちは「平和憲法を守ろう」「戦争をさせない」などと書かれたプラカードを掲げながら、１９日に委員会で質疑が行われた防衛省の内部文書の問題などについて抗議し、法案を廃案にするよう訴えていました。
　５５歳の派遣社員の男性は「世論調査で多くの人が反対しているのに法案を通そうとするのは民主主義を無視している。防衛省の文書の問題は幕僚長が委員会に出席してきちんと説明するべきだ。国民の声を聞かないで審議が進められるのは納得できない」と話していました。
　また、別の５５歳の男性は「子どもがいるので戦争に行かせるような法案は認めることができません。無関心ではいけないと思い、自分ができる形で反対の意思を示しています」と話していました。
安保関連法案：参院特別委　防衛相が自衛隊内部資料で釈明
毎日新聞　2015年08月19日　11時47分（最終更新　08月19日　12時43分）
　安全保障関連法案を審議する参院平和安全法制特別委員会は１９日午前、審議を再開した。中谷元（げん）防衛相は、関連法案の成立を前提とした同省統合幕僚監部の内部資料について、５月下旬に作成したと認めた上で「法案成立後に行うべき運用要領の策定や訓練の実施などは含まれておらず、文民統制上も問題はない」と理解を求めた。審議は１１日、内部資料を巡って紛糾し、そのまま散会して以来。
　中谷氏は資料について、「検討課題を整理するもので、当然の分析、研究を行った」と説明。「８月成立」を前提とした記述に関しても「作業日程のイメージ化のためで、国会審議や成立時期を予断しているわけではない」と釈明した。
　防衛省側は、資料が使われたのは５月２６日に統合幕僚監部が開いたテレビ会議で、陸海空の司令官ら約３５０人が参加したと説明。中谷氏は「『秘密』は含まれていないが、対外公表を前提としておらず、外部に流出したことは極めて遺憾だ」と情報保全を強化する考えを示した。
　これに対し、資料を公表した共産党の小池晃氏は、「自衛隊をどう動かすかを事前に検討している。国会軽視だ」と反発。中谷氏は１１日の特別委で「審議中に法案の内容を先取りすることは控えなければならない」と答弁しており、「これを先取りと言わずに何と言うのか」と批判した。
　菅義偉官房長官は１９日午前の記者会見で「（内部資料は）防衛相の指示を踏まえ、法案の内容を説明し、検討課題を整理するため作成したものだ」と語り、問題はないとの認識を示した。【青木純、飼手勇介】
防衛相 統合幕僚監部の文書「問題ない」
ＮＨＫ　8月19日 12時55分
安全保障関連法案を審議している参議院の特別委員会が１９日に再開し、中谷防衛大臣兼安全保障法制担当大臣は、防衛省の統合幕僚監部が法案の成立を前提に自衛隊の対応を記した文書を作成していたことについて、「必要な分析、研究を行ったものだ」と述べ、問題はないという認識を示しました。
安全保障関連法案を審議している参議院の特別委員会は、１９日、１週間ぶりに審議を再開しました。
委員会の冒頭、中谷防衛大臣兼安全保障法制担当大臣は、防衛省の統合幕僚監部が法案の成立を前提に自衛隊の対応を記した文書を作成していたことについて、「当該資料は私の指示を踏まえて法案の閣議決定後の５月下旬に作成したもので、統合幕僚監部として当然必要な分析・研究を行ったものだ」と述べました。そのうえで、中谷大臣は「国会の審議や法案の成立時期を予断をしているものでは全くない。また、内容は私の指示の範囲内のものであり、法案成立後に行うべき運用要領の策定や関連規則の制定などは含まれておらず、シビリアンコントロール＝文民統制上も問題があるとは考えていない」と述べ、問題はないという認識を示しました。
　一方で、中谷大臣は「対外公表を前提に作成されたものではなく、外部に流出したことは極めて遺憾だ。文書の取り扱いに関する規則の順守を徹底するよう改めて指示しており、情報保全には万全を期したい」と述べました。
　このあと、今月１１日の委員会で、文書の作成を巡って追及した共産党の小池副委員長は「文書が、衆議院本会議で法案の審議が始まった日に自衛隊の制服組の幹部が勢ぞろいした会議で、詳細に報告されていることは極めて重大だ。中谷大臣は『国会審議が第一で、法案が成立したのちに検討を始めるべき』と答弁しており矛盾している」と指摘しました。
　これに対し、中谷大臣は「一般的に、政府は、法案の成立前でも政省令などの検討をはじめ、法律の施行に必要な事項について研究作業を行っている。今回の法案でも、あらかじめ分析・研究しておくことは、実際に任務を実施していく防衛省・自衛隊として必要なことであり、この資料も当然必要なものだ」と反論しました。 

検討課題整理するため作成
菅官房長官は午前の記者会見で「今回の資料は、防衛省の統合幕僚監部が防衛大臣の指示を踏まえて、今後、具体化していくべき検討課題を整理するために作成したもので、法案の成立後に行うべきものである実際の運用要領の策定や関連規則の策定は含まれていないと報告を受けている。政府としては、法案を国会で審議していただくことが第一なので、引き続き丁寧に説明していきたい」と述べました。
防衛省 内部資料の流出は極めて遺憾
今回の文書について、防衛省は「法案成立後の具体的な課題を整理し、部隊の指揮官に説明することなどを目的に必要な分析と研究を行ったもので、こうした分析や研究をあらかじめ行うことに問題があるとは考えていない」としています。また、特定秘密などの秘匿性が高い文書ではないとしていますが、文書の各ページには「取扱厳重注意」と記されていて、防衛省は公表を前提にしたものではない内部資料が流出したことは極めて遺憾だとしてます。
法案の成立見据え自衛隊運用の課題や対応を記す
統合幕僚監部が作成した文書は『「日米防衛協力のための指針」（ガイドライン）及び平和安全法制関連法案について』というタイトルで、防衛省は安全保障関連法案が閣議決定されたあとのことし５月下旬に、内部部局と調整しながら作成したとしています。法案の成立を見据えて、自衛隊の運用に関する検討課題やどう対応していくかが記されています。
　文書では日米間の協力について幅広く検討していて、このうち「平時からの協力」では、情報収集や警戒監視、偵察活動を主な課題の１つに挙げ、東シナ海などでのこうした活動について「一層の推進に努める」とするとともに、南シナ海に対しても「関与の在り方について検討していく」と記しています。南シナ海では中国が海洋進出を活発化させていますが、自衛隊はこれまで、南シナ海で警戒監視などを行っておらず、今回の文書では今後、作業部会などを活用して関与の在り方を検討するとしています。
　また、国連のＰＫＯ活動については宿営地の共同防衛や、ほかの国の部隊や民間人などを守るために自衛隊が駆けつける、いわゆる「駆けつけ警護」を行う可能性があるとして、「通達などの改正」や「教育訓練の研究」を行う必要があると指摘しています。
　さらに文書には法案がことし８月に成立し、その後、６か月以内に施行されるという最も早いパターンを前提としたスケジュール表も盛り込まれていて、この中では法案を反映させた教育訓練を実施することなども記されています。
自衛隊資料で安保法案成立先取り、防衛相「問題ない」
朝日新聞デジタル　石松恒　2015年8月19日11時50分
　安全保障関連法案を審議する参院特別委員会は１９日、一般質疑を再開した。法案成立を先取りする形で作られた自衛隊の内部資料について、中谷元・防衛相は作成した経緯を説明し、「問題はない」との認識を示した。
特集：安全保障法制
　中谷氏は内部資料について、「統合幕僚監部が日米防衛協力のための指針（ガイドライン）、平和安全法案について、内容を丁寧に説明し、法案成立後に具体化すべき検討課題を整理し、主要部隊の指揮官等に理解してもらうことを目的に作成した資料と確認した」と述べた。
　作成経緯については、法案が閣議決定された翌日の５月１５日、中谷氏が法案の内容を分析・研究し、隊員に周知するよう防衛省内の幹部に指示したと説明。指示を受け、統合幕僚監部が同月２６日に幹部向けに行ったテレビ会議での説明資料として内部資料を作ったという。会議には、陸上自衛隊の方面総監や海上自衛隊の自衛艦隊司令官ら主要部隊の指揮官ら約３５０人が出席した。
　中谷氏は「資料の内容は私の指示の範囲内で、法案成立後に行うべき運用要領の策定や訓練の実施、関連規則等の制定は含まれず、シビリアンコントロール上も問題はない」と述べた。これに対し、今月１１日の特別委で内部資料を示した共産党の小池晃副委員長は「自衛隊幹部が勢ぞろいしている会議で、現在まで国会に示されていない内容も含めて詳細に報告されているのは極めて重大だ」と批判した。（石松恒）
防衛相、資料作成「問題はない」…参院特別委
読売新聞　2015年08月19日 14時22分


参院平和安全法制特別委員会で答弁する中谷防衛相（右）。左は岸田外相（１９日午前１０時２３分、国会で）＝中村光一撮影
　参院平和安全法制特別委員会は１９日午前、８日ぶりに安全保障関連法案の審議を再開した。
　１１日の同特別委で共産党が、自衛隊の編成計画などを法案成立前に検討していたとする防衛省統合幕僚監部の内部資料を示し、政府側の答弁が不十分と強く反発。同特別委は審議が中断し、途中散会となっていた。
　中谷安全保障法制相（防衛相）は１９日午前の答弁で、内部資料について「法案成立後に具体化していくべき検討課題をあらかじめ整理し、部隊の指揮官に理解してもらう目的で、５月下旬に作成した資料」と述べ、存在を認めた。そのうえで「私の指示の範囲内のものであり、法案成立後に行うべき実際の運用要領の策定や訓練の実施、関連規則の制定は含まれておらず、シビリアンコントロール（文民統制）上、問題はない」と強調した。
産経新聞　2015.8.19 20:38更新 

【安保法案】防衛相「問題ない」　野党批判の統幕資料で「当然必要な分析・研究」

参院平和安全法制特別委で答弁する中谷防衛相＝１９日午前
　参院平和安全法制特別委員会は１９日、一般質疑を行い、安全保障関連法案の審議を再開した。中谷元（げん）防衛相は、法案成立時期の見通しなどを記した防衛省統合幕僚監部の内部資料について「作業スケジュールのイメージ化のため仮の日程を置いて記述した。成立時期を予断したものではない」と強調し、野党の批判に反論した。
　中谷氏は、資料は自身の指示で５月下旬に作成されたとした上で「当然必要な分析・研究を行った」と説明し、シビリアンコントロール（文民統制）に関しても「問題ない」と語った。そして、「外部流出は極めて遺憾だ」と述べた。
　これに対し共産党の小池晃氏は「自衛隊の独走だ」と重ねて批判。社民、民主両党も政府を追及した。
　また、菅（すが）義偉（よしひで）官房長官は、戦後７０年談話に記された「深く名誉と尊厳を傷つけられた女性たち」には、戦後、満州などで旧ソ連軍に暴行を受けた日本人女性も含まれるとの認識を示した。次世代の党の和田政宗氏の質問に「戦争の中の全ての女性だ」と答弁した。
　和田氏や新党改革の荒井広幸氏は談話を評価。民主党の藤田幸久氏は「歴代の首相談話を踏襲したというが、肝心の安倍晋三首相の意思や今後の行動の部分が欠けている」と指摘した。
　一方、維新の党は１９日、自衛権や他国軍の後方支援などに関する対案５法案を２０日に参院に提出することを決めた。領域警備法案など残り３法案は民主党との共同提出を模索する。
防衛相：「流出経緯を調査」　安保法案成立前提の資料
毎日新聞　2015年08月19日　22時50分（最終更新　08月20日　03時24分）
　安全保障関連法案を審議する参院平和安全法制特別委員会は１９日、一般質疑を行った。中谷元（げん）防衛相は自衛官中心の防衛省統合幕僚監部（統幕）が法案成立を前提として作成した内部資料の存在と外部への流出を認め、「流出の経緯などを鋭意調査している。強い危機感を持ち、情報保全の徹底を図りたい」と釈明した。
　防衛省側は資料について、統幕が自衛隊の幹部に法案の内容を説明するため５月下旬に作成し、主要部隊の指揮官ら約３５０人が参加した５月２６日のテレビ会議で使用したと説明した。
　中谷氏は「法案の内容を分析・研究したもので、成立後に行うべき内容は含まれていない」として、作成したこと自体に問題はないとした。一方で外部への流出については「極めて遺憾だ」と述べた。
　これに対し、共産党の小池晃氏は１１日の特別委で資料を示した際、中谷氏が「国会審議中に法案の内容を先取りすることは控えるべきだ」と述べたことなどを挙げて反発。民主党の大野元裕氏も国会会期の延長決定前に資料が作成されたことに触れ、「統幕が国会延長を予期したものをつくり、防衛相も（内容を）確認していなかった」と批判した。【青木純】
防衛相、内部資料「作成は当然」　安保法案成立前提に 

日経新聞　2015/8/19 11:18

　中谷元・防衛相は19日午前の参院平和安全法制特別委員会で、自衛隊統合幕僚監部が安全保障関連法案成立を前提に内部資料を作成していたことについて「今後具体化していくべき課題を整理するのは当然だ。法案を先取りするものではない」と述べ、問題ないとの認識を示した。質問した共産党の小池晃政策委員長は「言い逃れだ」と批判した。
　資料は小池氏が独自に入手したもので、11日の特別委で防衛省に事実確認を要求。防衛相は確認には時間がかかると説明したところ、審議が紛糾し、散会した。
　防衛相は19日の特別委冒頭で「防衛省の作成した資料で委員会審議が滞ったことについておわび申し上げる」と陳謝。資料の真偽について「統幕が内部部局と調整して作成したと確認した」と認め、法案などの内容を説明するため、統幕が５月26日に陸海空自衛隊の指揮官向けに開いたテレビ会議で使用したことを明らかにした。
　そのうえで「成立後に行われるべき実際の運用要領の策定や訓練の実施、関連規則の制定などは含まれていない」と強調。「（軍事に対する政治の優先を意味する）シビリアンコントロール（文民統制）上の問題があると考えていない」との見解を示した。
　小池氏は「国会軽視だ。国民に対する説明もなくこんなことをやっている」と批判した。
　資料は法案が８月に成立し、来年２月ごろ施行との前提。陸上自衛隊を派遣している南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）について、成立後に可能となる離れた場所で武装集団に襲われた外国部隊らを助ける「駆けつけ警護」や、自衛隊による他国軍との宿営地防衛を新たな任務として検討するとしている。
防衛相、職員に情報保全徹底を指示　内部資料流出受け 

日経新聞　2015/8/19 20:19

　中谷元・防衛相は19日の参院平和安全法制特別委員会で、自衛隊統合幕僚監部が安全保障法案成立を前提にまとめた内部資料が流出したことについて「極めて遺憾だ」と述べた。同問題を受けて防衛省・自衛隊の職員に文書の取り扱いに関する規則の順守と情報の保全を徹底するよう指示したことも明らかにした。
　防衛相は資料は統幕がつくり、５月26日に開いた陸海空各自衛隊の指揮官向けのテレビ会議で使用していたと説明。この時点で自身は「資料を見ていない」と述べ、共産党の小池晃政策委員長が資料を提示した今月11日の特別委で初めて見たと明かした。
　小池氏は「自衛隊を具体的にどう動かすのかを事前に検討している。独走と言わずして何というのか」と批判。民主党の大野元裕氏は、軍事に対する政治の優先を意味するシビリアンコントロール（文民統制）に逸脱していると問題視し「大臣の責任だ」と迫った。
　防衛相は資料の内容について「今後、具体化していくべき課題を分析、研究するのは当然だ」と反論。「内容は私の指示の範囲内だ。シビリアンコントロール上も問題ない」とかわした。
　防衛省内には「資料の中身よりも情報流出したことが問題」との声が多い。７月の特別委では、海上自衛隊の護衛艦による米軍ヘリへの給油を想定した内部資料が話題になった。与党、公明党の河野義博氏は今月19日の特別委で「防衛省として文書管理を徹底するよう求めたい」と注文した。
中谷防衛相、対案で維新との修正協議に期待感
読売新聞　2015年08月19日 22時30分
　参院平和安全法制特別委員会は１９日、８日ぶりに安全保障関連法案の審議を再開した。
　中谷安全保障法制相（防衛相）は、維新の党が参院への提出方針を決めた関連法案の対案について、「衆院では合意に至らなかったが、修正協議で一定の共通理解が得られた。政府としてEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(しんし),真摯)に対応していきたい」と述べ、修正協議に期待感を示した。
　中谷氏は維新の対案が、事実上、集団的自衛権の限定行使を容認していることを踏まえ、「大きな方向性では一致している」と述べた。一方で、対案が自衛隊による米軍などへの後方支援活動の範囲を、日本周辺に限定していることについては、「特定の地域をあらかじめ排除することは困難だ」と強調した。
　同特別委は１１日の審議で、共産党が示した自衛隊の編成計画などを法案成立前に検討していたとする防衛省統合幕僚監部の内部資料を巡り紛糾し、途中散会した。
野党５党首 協力し安保法案成立阻止を
ＮＨＫ　8月19日 18時32分
民主党の岡田代表など野党５党の党首が盛岡市で記者会見し、岡田氏は安全保障関連法案の審議について、「野党が一緒になって法案の成立を阻止できるよう全力を尽くしたい」と述べ、野党が協力して法案の成立阻止を目指す考えを示しました。
このうち、民主党の岡田代表は、安全保障関連法案の審議について、「法案についてさまざまな問題が出てくるなかで、今まで政治と距離を置いてきた多くの人たちが廃案にすべきだと思いを一つにしている。野党が一緒になって法案の成立を阻止できるよう全力を尽くしたい」と述べ、野党が協力して法案の成立阻止を目指す考えを示しました。
　維新の党の松野代表は「政府の案ではだめだという立場で、今週中にも参議院に対案を出して論戦を挑み、今の政府の案が地球の裏側にまで行って戦争するような法案だということをはっきりさせていきたい」と述べました。
　共産党の志位委員長は「法案は無制限に海外での武力行使に道を開くもので、撤回すべきだ。参議院でも５党が結束して対応できればいいと考えている。廃案を目指して力を尽くしたい」と述べました。
　社民党の吉田党首は「成立を前提にしたような防衛省の資料は国会軽視だ。法案は憲法違反であり、立憲主義を否定し、自衛隊をどこにでも派遣できるもので容認できない」と述べました。
　生活の党と山本太郎となかまたちの小沢代表は「法案は憲法に違反するという認識であり、この法律は阻止するという一点では皆一致していると思う」と述べました。 

５野党：共闘アピール　政権追及の構え
毎日新聞　2015年08月19日　21時17分（最終更新　08月19日　22時57分）


岩手県知事選での野党結集を誓う５野党党首ら。左から小沢一郎氏、松野頼久氏、達増拓也知事、岡田克也氏、志位和夫氏、吉田忠智氏＝盛岡市のホテルで２０１５年８月１９日午後３時５４分、春増翔太撮影
　民主、維新、共産、社民、生活の野党５党の党首が１９日、盛岡市で共同で記者会見し、野党共闘をアピールした。会見には、２０日告示の岩手県知事選で５党が支援して３選を目指す現職の達増拓也氏（５１）も同席した。知事選は与党側の不戦敗になる見通しで、野党は攻勢を印象づける狙いがある。しかし、安全保障関連法案での野党の足並みは乱れたままだ。
　会見には、民主の岡田克也代表、維新の松野頼久代表、共産の志位和夫委員長、社民の吉田忠智党首、生活の小沢一郎共同代表が出席した。
　岩手県知事選では自民党県連などが支援する平野達男参院議員が安保関連法案への批判などを理由に出馬を断念した。５党首が顔をそろえたのは、安保関連法案への反対が強まる流れに乗って、政権を追い詰めたい思惑がある。東北地方では今後地方選が続くため、知事選での勢いを皮切りにしたい考えだ。
　岡田氏は記者会見で「海外の武力行使を広げる安倍路線か、平和主義の下の抑制的な（路線）か、日本の分岐点だ」と述べ、安保関連法案での野党共闘を目指す姿勢を示した。しかし、廃案に追い込みたい民主や共産に対し、維新は衆院に続き参院でも与党と対案を協議する方針だ。【春増翔太、福岡静哉】
自公 安保法案の成立最優先を確認
ＮＨＫ　8月19日 11時18分
自民・公明両党の幹事長らが会談し、今後の国会運営について、１９日に審議を再開した安全保障関連法案を今の国会で確実に成立させることを最優先に対応していく方針を改めて確認しました。
会談には自民・公明両党の幹事長と国会対策委員長が出席し、今後の国会運営などを巡って意見を交わしました。この中で、自民党の谷垣幹事長が「『平和安全法制』のほかにも重要法案が残っているが、まずは『平和安全法制』を成立させることがいちばんだ」と述べ、安全保障関連法案を今の国会で確実に成立させることを最優先に対応していく方針を改めて確認しました。
　また、衆議院で現在も審議入りしていない、新たな労働時間制度を導入するための労働基準法の改正案や、民法の債権や契約の分野の改正案などの重要法案を巡っては、安全保障関連法案の参議院での審議状況を見極めながら取り扱いを検討していくことで一致しました。
　一方、会談で谷垣氏は来月の自民党総裁選挙について、来週には具体的な日程を決めたいという意向を示しました。 

７０年談話で集中審議＝参院予算委
　自民、民主両党の参院国対委員長は１９日午前の会談で、２４日に参院予算委員会で集中審議を行うことで合意した。戦後７０年の安倍晋三首相談話や防衛省内部資料問題がテーマとなる見通し。　（2015/08/19-11:54）
２４日に参院予算委で集中審議　自・民合意、首相の７０年談話
　自民党の吉田博美、民主党の榛葉賀津也両参院国対委員長は１９日、国会内で会談し、２４日に参院予算委員会で安倍晋三首相が出席する集中審議を実施することで合意した。テーマは今後協議するが、１４日に閣議決定された戦後７０年の首相談話などが論点になりそうだ。
　民主党が開催を求め、自民党が応じた。２１日には安全保障関連法案を審議中の参院平和安全法制特別委員会でも、首相が出席して集中審議を行う日程が決まっている。
2015/08/19 12:41   【共同通信】
参院予算委集中審議 ２４日開催で合意
ＮＨＫ　8月19日 14時27分
自民党と民主党の参議院国会対策委員長が会談し、来週２４日に予算委員会を開き、安倍総理大臣に出席を求めて集中審議を行うことで合意しました。
自民党の吉田参議院国会対策委員長と民主党の榛葉参議院国会対策委員長は、１９日、国会内で会談し、今後の審議などを巡って意見を交わしました。
　この中で、民主党の榛葉氏が「内政・外交にわたってさまざまな課題が山積しており、予算委員会を開いて集中審議を行うべきだ」と述べました。
　これに対し、自民党の吉田氏も応じる考えを示し、来週２４日に予算委員会を開き、安倍総理大臣に出席を求めて集中審議を行うことで合意しました。
　また、集中審議で議論するテーマを巡っては２０日に予算委員会の理事懇談会で協議することになり、安倍総理大臣が戦後７０年にあたって発表した総理大臣談話などが取り上げられる見通しです。 

維新、安保対案をきょう提出＝修正合意見通せず
　維新の党は２０日午後、安全保障関連法案の対案５本を参院に提出する。これを受け、同党は自民、公明両党と法案修正に関する協議に入る方針。ただ、双方の隔たりは大きく、合意する見通しは立っていない。
　５法案は、政府案の「存立危機事態」に代わる「武力攻撃危機事態」への対処法案や自衛隊海外派遣の恒久法案など。維新は与党との修正協議を通じて「責任野党」をアピールしたい考えだ。
　衆院審議段階で、維新は自衛隊法などの一括改正案と恒久法案、武力攻撃に至らないグレーゾーン事態に対処する領域警備法案を提出。今回は他党との協議をしやすくする狙いから一括改正案を六つに分割した。未提出の領域警備法案など３本については民主党との協議を続ける。（時事通信2015/08/20-05:14）
安保対案、２０日に一部提出＝与党と修正協議へ－維新
　維新の党は１９日、安全保障関連法案の対案８本のうち、人道復興支援などで自衛隊の海外派遣を随時可能にする「国際平和協力支援法案」など５法案を２０日に参院に提出する方針を固めた。提出後に自民、公明両党との修正協議に入る見通し。
　提出するのは他に、（1）政府案の「存立危機事態」に代わる「武力攻撃危機事態」への対処法案（2）在外邦人警護のための法案（3）米軍などに対する物品・役務提供の拡充法案（4）武器の不当使用に対する罰則の国外適用を規定した法案－で、武力攻撃危機事態を国民保護法の対象にしたことなどが衆院提出法案からの変更点。
　武力攻撃に至らないグレーゾーン事態に対処する「領域警備法案」など３法案については、共同提出を視野に入れた民主党との協議を当面継続する。　
　一方、「日本を元気にする会」と新党改革は１９日、存立危機事態や重要影響事態などで自衛隊を海外派遣する際は「例外なき国会の事前承認」を義務付ける修正案を参院に共同提出することで合意。月内提出を目指して野党各党に賛同を呼び掛けると同時に、与党に修正協議を申し入れる。（時事通信2015/08/19-18:11）
維新の党：安保対案、武器不正使用に罰則　５法案提出へ
毎日新聞　2015年08月19日　09時00分
　政府の安全保障関連法案への維新の党の対案８法案の素案が１８日、わかった。このうち、海外派遣した自衛隊員が武器を不正使用した場合の処罰規定などを新たに盛り込む自衛隊法改正案など５法案は維新単独で２０日に参院に提出する方針。
　単独提出する５法案の柱として、政府が集団的自衛権行使の条件とした存立危機事態に代わる「武力攻撃危機事態」関連法案を新たに準備。事態対処法案など７本の改正案を１本に束ねた。政府案では、日本有事の際に国民を守る避難指示などの措置を定めた国民保護法の適用は想定していないが、維新は今回、武力攻撃危機事態を国民保護法の対象とする。
　一方、残る４法案では、武力行使への歯止めとして、人道復興支援の際に武力行使の危険性のない地域で行うことも基本原則として盛り込む。
　維新と自民、公明両党は参院でも修正協議を継続する考えで、維新が法案提出後に再開する見通し。領域警備法案など３法案は民主党との共同提出を目指し協議を続ける。【福岡静哉】
安保法案：元気・改革が合意　修正案を共同提出
毎日新聞　2015年08月19日　18時52分（最終更新　08月19日　22時02分）
　日本を元気にする会の松田公太代表と新党改革の荒井広幸代表は１９日、国会内で会談し、政府の安全保障関連法案に対する修正案を参院に共同提出することで合意した。集団的自衛権の行使などに際し、国会の事前承認を例外なく政府に義務づけることなどが柱。来週中の提出を目指す。
　自民、公明両党にも修正協議を呼び掛けており、両党も協議に応じる意向だ。
　修正案は、存立危機事態の際の防衛出動や重要影響事態法に基づく活動などについて、自衛隊の派遣前に例外なく国会の事前承認を義務づける。自衛隊が活動を継続する場合、９０日ごとに国会の再承認を義務づける。また、自衛隊の海外での活動を国会が監視・検証するための組織の検討を盛り込んだ。
　両党は同日、維新、次世代の両党にも共同提出を提案した。次世代が前向きに検討する意向を示したが、維新は結論を保留した。維新は２０日に独自対案の５法案を提出する方針。【村尾哲】
自公幹部、維新対案「真摯に対応」
　自民党の谷垣禎一、公明党の井上義久両幹事長らは１９日午前、東京都内のホテルで会談し、安全保障関連法案をめぐり、維新の党が対案を参院に提出した場合、修正協議に応じる方針で一致した。維新は週内に対案を提出するとしており、会談では「真摯（しんし）な態度」で対応することを確認した。
　一方、自民党の佐藤勉国対委員長は会談後、記者団に対し、参院が採決しなくても衆院が再可決できる憲法の「６０日ルール」適用について、「われわれとしては全く考えていない」と改めて強調した。　（時事通信2015/08/19-11:53）
産経新聞　2015.8.20 05:00更新 

安保法案４４カ国が支持　政府資料、欧米・アジア主要国が賛同


　安倍晋三政権が今国会の成立を目指す集団的自衛権の限定的行使を容認する安全保障関連法案について、支持する国が４４カ国に上ることが１９日、明らかになった。首脳会談や外相協議で米欧、アジアの各国が次々と支持を表明し、積極的平和主義を掲げる日本の国際貢献への取り組みを評価している。国会審議では一部野党が「戦争法案」などと批判を強めているが、世界の見方とは異なるようだ。
　政府がまとめた資料によると、５月に安保関連法案を閣議決定して以降、法案と積極的平和主義に対し、２０カ国が支持を表明した。さらに欧州連合（２８カ国）が日ＥＵ首脳協議で支持と賛同を表明。東南アジア諸国連合（１０カ国）も日ＡＳＥＡＮ外相会議での議長声明に「日本の現在の取り組みを歓迎」と明記した。
　同盟国の米国は閣議決定した当日に国務省が支持を表明。６月の日独首脳会談では、安倍首相が法案を説明した際、メルケル首相が「国際社会の平和に積極的に貢献していこうとする姿勢を百パーセント支持する」と評価した。英仏やイタリア、クロアチアなどからも支持を得た。
　アジアでもベトナムやカンボジアなどが高く評価。ラオスやミャンマーも支持している。６月に来日したフィリピンのアキノ大統領は国会演説で「国会での審議に強い尊敬の念をもって注目している」と述べた。
　安倍首相は、安保関連法案を審議中の参院平和安全法制特別委員会で「戦争に苦しんだベトナム、カンボジア、フィリピンも法案を強く支持している。ほとんどの国が支持や理解を示しており、『戦争法案』ではない」と強調していた。米国防総省筋は「安保関連法案は世界から見れば常識的な取り組みだ」と指摘している。
産経新聞　2015.8.19 16:45更新 

「戦争を抑止するためで『戦争法案』ではない」　平和安全法制の早期成立を求める国民フォーラムの声明


平和安全法制の早期成立を求める国民フォーラムの記者会見で、趣旨説明を兼ねあいさつする櫻井よしこ氏（左から２人目）＝１３日午後、東京・永田町の憲政記念館（斎藤良雄撮影）
　ジャーナリストの櫻井よしこ氏ら保守系の有識者らが１３日、「平和安全法制の早期成立を求める国民フォーラム」を設立し、「安全保障関連法案は戦争を抑止するためであり、『戦争法案』ではない。一刻も早く平和安全法制を確立することを強く要望する」との声明を発表した。声明の全文と国民フォーラム設立呼びかけ人は次の通り。
　【国会に対し、わが国の安全保障を見据えた審議と、平和安全法制の早期成立を要望する】
　現在、国会で行われている平和安全法案の審議は、集団的自衛権の限定的容認をめぐる政府見解の合憲性や過去の政府解釈との整合性など、憲法解釈論争に焦点がおかれている。だが、最も重要なのはわが国周辺の安全保障環境の変化に着目し、現実的な審議をすることである。
　集団的自衛権の行使は、国連憲章５１条によってすべての加盟国に認められた国際法上の権利である。日本にも当然、認められている。ただ、わが国には自衛力を超える「戦力の不保持」を定めた憲法９条２項がある。従って、行使に一定の限界を設け、「正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求する」（９条１項）という国民の願いに合致する内容でなければならない。
　政府が新３要件で示した「わが国の存立が脅かされ、国民の生命、自由および幸福追求の権利が根底からくつがえされる明白な危険のある場合」に限り、集団的自衛権の行使を容認するとの見解は、この意味で明らかに憲法の許容範囲内である。また日本が主権国家として「固有の自衛権」を有し、「必要な自衛の措置」を取り得ることを認めた砂川事件最高裁判決の法理に照らしても、まったく問題はない。
　今、わが国周辺の安全保障環境は激変しつつある。オバマ米政権は内向き志向を強め、軍事費を大幅に削減する一方で、一昨年９月には「米国はもはや世界の警察ではない」と宣言した。これに呼応するように、中国は国際法を無視した「力による現状変更」に拍車をかけ、南シナ海では、近隣諸国からの強い抗議をよそに７つの岩礁を埋め立て、３０００メートル級の滑走路も建設した。東シナ海でも、日本との中間線上付近に１６基のガス田用のプラットホームが確認され、軍事転用される危険もある。これらの海域はわが国にとって重要な海上輸送路であり、中国による軍事支配は、航行の自由を脅かし、国民生活を根底からくつがえすことになりかねない。また、北方四島を不法占拠しているロシアはクリミア半島を併合し、武力による露骨な領土拡張政策を推し進めている。北朝鮮は核開発を進め、日本海に向けて弾道ミサイルを何度も発射している。
　このような現状を見れば、平和安全法制の整備こそ急がれる。日米安全保障条約を緊密にし、抑止力を高めることが大事である。
　平和安全法案は戦争を抑止するためであり、「戦争法案」ではない。にもかかわらず、「徴兵制に行き着く」などとあり得ない危機をあおるのは、無責任であり、非現実的である。
　国会において真にわが国の安全保障を見据えた審議を行い、一刻も早く平和安全法制を確立することを強く要望する。
　平成２７年８月１３日
　平和安全法制の早期成立を求める国民フォーラム
◇
　■設立呼びかけ人（敬称略、五十音順）
　呉善花（拓殖大教授）▽大原康男（國學院大名誉教授）▽小川栄太郎（文芸評論家）▽葛西敬之（ＪＲ東海名誉会長）▽櫻井よしこ（ジャーナリスト）▽桜林美佐（ジャーナリスト）▽佐々淳行（初代内閣安全保障室長）▽田久保忠衛（杏林大名誉教授）▽中西輝政（京大名誉教授）▽西修（駒沢大名誉教授）▽西岡力（東京基督教大教授）▽西元徹也（元統合幕僚会議議長）▽長谷川三千子（埼玉大名誉教授）▽細川珠生（政治ジャーナリスト）▽百地章（日大教授）▽森本敏（拓殖大特任教授、元防衛相）▽渡部昇一（上智大名誉教授）▽渡辺利夫（拓殖大総長）
米軍ヘリ墜落で抗議決議＝「県民軽視」飛行中止求める－沖縄県議会
　沖縄県うるま市沖で起きた米軍ヘリ墜落事故を受け、同県議会は１９日の臨時会本会議で、米軍に対し「県民を軽視するもので断じて容認できない」と抗議し、安全対策が講じられるまで同型機の飛行を中止するよう求める決議を、全会一致で可決した。
　決議は「これまでも米軍は事故原因や再発防止策を公表しないまま訓練を再開するなど、一方的な行動を取ってきた」と批判。事故原因の速やかな公表や県内米軍基地の整理縮小も求めた。　（時事通信2015/08/19-10:26）
防衛装備品の調達費用「１５３０億円の縮減可能」
ＮＨＫ　8月20日 4時32分
防衛省は防衛装備品の調達費用を低く抑えるための特別措置法に基づいて、ヘリコプターやオスプレイをまとめて発注することなどで来年度・平成２８度予算案で、およそ１５３０億円の縮減を図ることができるという試算をまとめました。
防衛装備品を巡っては、ことし４月、調達を請け負う企業との契約期間を１０年間まで可能とする特別措置法が成立し、調達費用を低く抑えるために従来よりまとめて発注することができるようになりました。
　これに基づいて、防衛省は来年度・平成２８年度予算案の概算要求で日本の周辺海域での警戒監視に当たる海上自衛隊のヘリコプターを１７機、航空自衛隊の救難ヘリコプターを８機、それに新型輸送機オスプレイを１２機、まとめて購入する方針です。そして、特別措置法の適用対象ではないものの、迎撃ミサイルをまとめて購入することや、装備品の整備方法の見直しなども行うことで、総額で１５３０億円の縮減を図ることができるという試算をまとめました。
　防衛省の担当者は「防衛装備品は、最先端のコンピューター技術を駆使していることなどから近年、価格の上昇が続いており、必要な装備品を効率的に調達していきたい」と話しています。 

防衛省 過去最大５兆９１１億円要求へ
ＮＨＫ　8月19日 4時03分
防衛省は、来年度・平成２８年度予算案の概算要求について、島しょ防衛を強化するため、新たに、航空機での輸送に適した機動戦闘車を３６両購入する費用などを盛り込み、過去最大となる５兆９１１億円を求める方針を固めました。
防衛省は来年度・平成２８年度予算案の概算要求で、海洋進出を強める中国などを念頭に、島しょ防衛を強化するため、航空機での輸送に適し、大砲を積んでタイヤで走行する機動戦闘車を３６両購入する費用を新たに盛り込むほか、輸送や負傷者の救護にあたる多用途ヘリコプターや、オスプレイ１２機の購入費用を盛り込むことにしています。
　また、ことし４月に決定した新たな日米防衛協力の指針、ガイドラインで、宇宙やサイバーといった新たな脅威への対処が盛り込まれたことなどを受けて、日米が連携して宇宙空間の状況を把握するのに必要な監視システムの構築に向けた設計費用や、サイバー攻撃への対処のための専門部隊を増員する費用などを盛り込むことにしています。
　このほか、過激派組織ＩＳ＝イスラミックステートによる日本人殺害事件の際に現地対策本部が置かれ、対応の拠点となったヨルダンに防衛駐在官を派遣する費用なども盛り込むことにしており、防衛省は、今年度予算より２．２％多く、概算要求額として過去最大となる５兆９１１億円を求める方針です。 

銃声、群衆が陸自包囲　撃てば戦闘…サマワ駐留隊員恐怖
朝日新聞デジタル　谷田邦一 今野忍　2015年8月20日03時54分

自衛隊車両を囲んで石を投げたりする群衆＝２００５年１２月４日、イラク南部ルメイサ、朝日新聞のイラク人助手撮影

　自衛隊初の「戦地派遣」となったイラクで、隊員たちは危険と隣り合わせの活動を強いられた。政府は当時、「一人の犠牲者も出さなかった」と安全性を強調したが、実際は隊員が銃を撃つ判断を迫られるなどの事態が起きていた。陸上自衛隊が２００８年に作った内部文書「イラク復興支援活動行動史」や関係者の証言で明らかになった。新たな安全保障関連法案では活動範囲がより拡大し、危険はさらに高まる。
　突然、銃撃音と怒声が響いた。自衛隊が駐留したイラク南部サマワから約３０キロ離れた街ルメイサ。活動開始から２年近くになる２００５年１２月４日、復興支援群長の立花尊顕（たかあき）１佐ら幹部たちはムサンナ県知事らと、修復した養護施設の祝賀式典に参列していた。
　発端は、会場のそばで起きた反米指導者サドル師派と、自衛隊を警護していた豪州軍の銃撃戦だった。サドル師派は頻繁に多国籍軍を襲撃し、自衛隊も「占領軍」と敵視した。会場内の陸自幹部たちは「ただ事ではすまない」と青ざめた。
　銃撃戦に続き「ノー・ジャパン」などと抗議しながら押し寄せた群衆の渦は、あっという間に１００人前後に膨らんだ。幹部らは建物に閉じ込められ、外で警備にあたっていた十数人の隊員は群衆に包囲された。車両に石を投げつける男、ボンネットに飛び乗って騒ぐ男、銃床で車の窓をたたき割ろうとする男までいた。
　「どうすべきかわからず、みんな右往左往していた」と当時の隊員は話す。
　群衆の中には銃器をもつ男たちもいた。もし銃口が自分たちに向けられたら――。政府が認めた武器使用基準では、まず警告し、従わなければ射撃も可能だ。
　「ここで１発撃てば自衛隊は全滅する」。どの隊員も、１発の警告が全面的な銃撃戦につながる恐怖を覚えた。「撃つより撃たれよう」と覚悟した隊員もいた。結局、地元のイラク人に逃げ道を作ってもらい窮地を脱することができた。
達増氏、無投票３選か＝岩手知事選がきょう告示
　任期満了に伴う２０日告示の岩手県知事選は、無所属現職で３選を狙う達増拓也氏（５１）以外に立候補の動きが出ていない。無投票当選となれば、知事選では２０１３年３月の秋田県の佐竹敬久氏以来約２年５カ月ぶりで、岩手県知事選では初めて。選挙戦の場合、９月６日に投開票される。
　達増氏は県政継続を訴えて昨年１１月に出馬表明し、民主党県連や、岩手が地元の小沢一郎衆院議員が共同代表を務める「生活の党と山本太郎となかまたち」がバックアップ、共産党県委員会も自主的支援を決めている。これに対し、参院議員の平野達男元復興相（無所属、岩手選挙区）が４月に出馬表明し、自民党の後押しを受けたが、「県政でなく国の安全保障が争点になった」として一転、７日に出馬を取りやめた。
　立候補の受け付けは２０日午前８時半から県庁で行われ、午後５時に締め切られる。（時事通信2015/08/20-05:14）2015/08/20-05:14

武藤氏の離党届スピード受理＝幕引き優先、事実確認置き去り－自民
　自民党は１９日、金銭トラブルが発覚した武藤貴也衆院議員の離党届を即日受理した。同氏に対する事実関係の確認作業などは行っておらず、問題の拡大を避けるため幕引きを優先した形だ。民主党は「不可解な対応」と批判している。
　武藤氏のトラブルは、１９日発売の週刊文春が報道。自民党の谷垣禎一幹事長は同日午前の公明党幹部との会談で、武藤氏の件について「事実関係を把握した上で、また報告させていただく」と釈明していた。
　だが同日夕、武藤氏が代理人を通じて離党届を提出するとすぐに受理。応対した棚橋泰文幹事長代理は、党としての調査を行わなかったことについて「（事実関係の）聴取以前に離党したいという話があったので、受理したまでだ」と記者団に説明した。　
　安全保障関連法案の審議を発端に下落した内閣支持率は、いまだ最盛期には程遠い。自民党としては、支持率に響きかねない不安要素はすぐに取り除きたいのが本音だ。ただ、谷垣氏は武藤氏のスピード離党について「基本的に本人の判断だ」と強調した。
　これに対し、民主党は事実解明を要求。同党の近藤洋介役員室長は記者団に「（実態が）不透明なまま離党させて頬かむりするのは問題をうやむやにしかねない」と指摘した上で、「説明が不十分なら国会でただしていく」と述べた。（時事通信2015/08/19-19:35）2015/08/19-19:35

憲法の良さをマンガで知って　小学生向け全５巻出版
東京新聞　2015年8月19日 朝刊
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　京都市の「かもがわ出版」が小学校高学年向けの憲法本「マンガで再発見　こんなにすごい！日本国憲法」（全５巻）を出版した。戦前の大日本帝国憲法と比較しながら、現行憲法の素晴らしさをアピールしている。
　出版のきっかけは２０１２年末に第２次安倍政権が発足したこと。改憲論が盛んになる中、「憲法のいい点を知ってほしい」という思いからだ。マンガを多用して子どもに分かりやすいように構成する一方、全巻とも表紙の裏に憲法全文を掲載。大人にも読み応えのある内容にした。
　最終巻では「平和主義」を取り上げた。掃除当番をめぐる男女１人ずつの児童のけんかが、クラスの男子と女子とのけんかに広がった例から、国家間の戦争とそれを放棄した９条の理念をひもとき、今国会で審議中の安全保障関連法案に盛り込まれた集団的自衛権と９条が相いれないと主張している。
　各巻のタイトルは（１）憲法はこうして生まれた（２）すみからすみまで国民主権（３）権力から人権をまもるために～自由権～（４）人間らしい暮らしのために～社会権～（５）世界にほこる平和主義。税込みで１冊２７００円。　（安藤美由紀）
